


序　　　　　　文

　日本国政府はエジプト・アラブ共和国政府の要請に基づき、同国のスエズ運河経営改善計画に

係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することと致しました。

　当事業団では本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 12年３月 12

日から４月４日（うち官団員３月22日から４月４日）までの24日間にわたり、東北大学教授稲

村肇氏を団長とする事前調査団（Ｓ／Ｗ協議）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともにエジプト・アラブ共和国政府の意向を聴取し、かつ現

地踏査の結果を踏まえ、本格調査に関するＳ／Ｗに署名しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成 12 年５月

国際協力事業団
理 事 　 泉 　 堅 二 郎
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第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景

　スエズ運河は、世界貿易の要所であり、かつエジプトの主要外貨収入源であることから、その

良好な管理運営・経営を維持することは、エジプト経済にとっても重要な課題である。

　しかしながら近年、運航量の低迷等により運河収入が暫減しているとともに、運河の増深に伴

い、その水深維持のための毎年のしゅんせつ費用が増大しており、経営の悪化が懸念されている。

　一方、エジプト政府は、引き続き大型タンカー誘致のための増深工事を実施していくこととし

ているが、中東で数多くのパイプラインが完成し、タンカーの運河利用が減りつつあるなど運河

通航の主流は既にコンテナ船にシフトしていること、また、運河の出入口であるポートサイド東

側地域において、国家プロジェクトとして地中海地域におけるコンテナハブ港湾の整備が進めら

れているなど、今後はコンテナ船向けのサービス改善が運河経営の要になっていくと予想されて

いる。

　こうした状況を背景として、エジプトは、こうした動きを的確に踏まえた運河経営の改善を目

的としたスエズ運河の経営改善計画策定を目的とした本調査を要請してきた。

１－２　事前調査の目的

　コンテナ化の進展等世界の貿易動向を踏まえた適切な運河経営を探る観点から、的確な需要予

測システムの確立、及び需要予測を踏まえた通行料体系・サービス体系の再整備等、今後の運河

経営改善計画、開発計画の検討、策定を行うものであり、今回は実施調査の実施細則（Ｓ／Ｗ）

を協議・署名することを目的として事前調査（実施細則協議）を実施するものである。

　なお、事前調査時の主要調査項目は以下のとおり。

①要請の背景、内容の確認

②本格調査の実施方針及び実施細則の協議

③先方受入体制の確認

　・先方政府の実施すべき事項

　・先方カウンターパート（Ｃ／Ｐ）機関

　・調整等を必要とする機関の有無

④実施細則 , 協議議事録署名交換

⑤本格調査実施に必要な情報収集
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１－３　調査団の構成

１－４　調査日程

　　　　　　　　　所　　　　　　属

東北大学大学院　情報科学研究科　人間社会情報科学専攻
空間計画科学研究室　教授

北海道開発局　港湾建設課　港湾技術対策官

港湾局　技術課　技術開発第一係長

国際協力事業団　社会開発調査部　社会開発調査第一課

株式会社　長大

株式会社　日水コン

　　　　　担当分野

総括

運河計画／投資計画

需要予測／財務分析／管理運営

調査企画

自然条件／環境配慮

経済・社会条件調査

　氏　名

稲村　　肇

佐々木秀郎

石川　真澄

成川　和也

林田　貴範

斎藤　義恭

東京 11：05 (BA006)→ロンドン15：00
ロンドン 16：15(BA115)→カイロ23：15

イスマイリアへ移動、スエズ運河庁表敬
資料収集、整理

現地踏査、資料収集

カイロへ移動

現地踏査、資料収集

現地踏査、資料整理

イスマイリアへ移動
資料整理

資料収集、Ｑ／Ｎ協議

資料収集、Ｑ／Ｎ協議

資料収集、Ｑ／Ｎ協議

現地踏査、資料収集

現地踏査、資料収集

資料収集、団内打合せ

官団員に同じ

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　
　　　　　　　　〃　

カイロへ移動　カイロ20：45(KE952)→

→ソウル17：35
ソウル18：40 (KE705)→東京 20：50

注）宿泊先において上段は、官団員、
　　下段は役務団員

（稲村、佐々木、石川）
東京 11：05 (BA006)→ロンドン15：00
ロンドン16：15 (BA115)→カイロ23：15

（成川）
バンコク00：45(MS865)→カイロ05：45
ＪＩＣＡ事務所打合せ、大使館表敬

イスマイリアへ移動　団内打合せ

現地踏査

ダミエッタ港視察
イスマイリアへ移動後、Ｓ／Ｗ協議

Ｓ／Ｗ協議

スエズ港視察
イスマイリアへ移動後、Ｓ／Ｗ協議、
Ｍ／Ｍ協議

Ｓ／Ｗ協議、Ｍ／Ｍ協議、合意に至る
署名手続合意

カイロへ移動

資料整理

資料整理

ＪＩＣＡ事務所、大使館帰国報告
カイロ16：30 (AZ897) →ローマ19：55

ローマ11：20 (JL410)→

→東京 08：45

カイロ

イスマイリア

　　〃

カイロ

　　〃

　　〃

イスマイリア

　　〃

　　〃

　　〃

カイロ
イスマイリア

カイロ
イスマイリア

イスマイリア

　　〃

ポートサイド

イスマイリア

　　〃

　　〃

イスマイリア

カイロ

　　〃

ローマ

　　－

　　－

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

３／12

３／13

３／14

３／15

３／16

３／17

３／18

３／19

３／20

３／21

３／22

３／23

３／24

３／25

３／26

３／27

３／28

３／29

３／30

３／31

４／ １

４／ ２

４／ ３

４／ ４

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

調査行程（官団員）曜日月日 調査行程（役務コンサル） 宿泊先

No.

１

２

３

４

５

６
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１－５　協議概要

（1）　スエズ運河庁表敬訪問における会談・協議概要

1）表敬のあいさつ

　本案件のエジプト側実施機関となるスエズ運河庁を訪問し、signer であるAly局長及び計

画研究調査部の幹部を表敬した。この表敬に対して、局長より調査団訪問を心より歓迎する

旨あいさつを受けた。

2）協議の内容

①スエズ運河の現況についてスエズ運河公社（ＳＣＡ：Suez Canal Authority）より以下の

説明を受けた。

・スエズ運河拡張計画の進捗状況

　現在、スエズ運河庁は2000年までの拡張計画を独自予算と自らの技術で推進中であ

り、この計画が完了する2000年末には水深62ft（18.91ｍ）までの大型船の航行が可

能となる。

　また、2001 ～ 2005 年の５か年計画では、更に水深 66ft（20.19 ｍ）～ 72 ft（21.96

ｍ）への増深を自主工事として進めており、この計画が完了すれば35万ｔまでの船舶

航行が可能となる。

・今後の拡張計画と経済性について

　現在約50万ｔの大型船の通航を可能とする拡張計画について検討しているが、現状

では最大航行船舶量80隻／日に対して約半数の40隻／日に止まっているため、運河

の新規拡張計画を進めるには、新規投資の経済性について最低限の検討が必要となる。

②調査基本方針について以下の協議を行った。

　ＳＣＡは主要な課題は喜望峰廻りのタンカーのスエズ運河利用を促進させることであ

るとの認識を示した。

　それに対して調査団より、通航船舶の主流がコンテナ船に移行している現状を踏まえ

て、コンテナ船に対するサービス水準を向上することが必要不可欠であり、コンボイの

再編成によるスピードアップ、南航及び北航の１日２回の通航を実現するなどの対策の

検討が必要であるとともに、それを実現するためにManagement System、Navigation

System、Computer System等の総合的な管理体制に関する検討が必要である旨を先方に

説明した。
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（2）Ｓ／Ｗ・Ｍ／Ｍに関する協議概要

1）SCOPE OF THE STUDY について

　Review of previous studies の内容について、日本及び他国の調査団がこれまでに行った

study であることを確認した。

　実施細則（Ｓ／Ｗ）中「１．」についてData Collection and Review of the Existing Information

as far as available としてほしいとの要請があったが、調査においては入手可能なものについ

て努力して集めることが必要であるため as far as possible で合意。

　また、ＳＣＡより提案された調査の具体的な内容について議論がなされ、スエズ運河航行

量に対するパイプライン建設やコンテナ化の影響などを考慮した検討を行うことをミニッツ

（Ｍ／Ｍ）において確認された。

2）STUDY SCHEDULE について　

　ＳＣＡより、本格調査の開始時期に関する質問があり、調査団は日本でのＪＩＣＡのト

レーニングプログラムのスケジュールも考慮して 2000 年７月又は８月に開始すると回答し

た。

3）REPORTS について

　ＳＣＡよりREPORTSはＳＣＡに直接提出される旨をＳ／Ｗにおいて明確にするため、提

出先を Government of Egypt through SCA のとしてほしいとの要望があり、調査団より JICA

headquarters に確認し、変更について合意した。

　また、ＳＣＡより、finalreport は tariff setting system の詳細内容が含まれるため、日本以

外の他国に対してはclosedにしたいとの要望があり、調査団よりfinalreportの confidentialに

する部分について本格調査開始後に議論を行う必要があることをＭ／Ｍに記載することを提

案し、双方が合意した。

4）UNDERTAKING OF THE GOVERNMENT OF EGYPT について

　UNDERTAKING OF THE GOVERNMENT OF EGYPT １．について、ＳＣＡより既に日

本とエジプトの政府間の合意事項であれば、その合意事項内容についてＳ／Ｗに記載しない

でほしいとの要請があった。これに対して、調査団は、ＪＩＣＡのエジプトでの既往調査に

おいても確認事項として記載しており、これを踏襲することを提案したがその時点では受け

入れられなかった。そこで、ＳＣＡに更なる検討を依頼し、改めて協議を行った結果、既に

政府間で合意されている事項を改めて記載した場合、調査団とＳＣＡが記載事項について新

たに合意を結ぶとの誤解を招くおそれがあるため、Ｓ／Ｗにおいては合意事項の項目名のみ
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を記載し、APPENNDEX において協力協定の全文を載せることで合意した。

　また、UNDERTAKING OF THE GOVERNMENT OF EGYPT ３．（4）credentials of

identification cardsについて、ＳＣＡにはそれに該当するものがないため、本格調査時おいて

は調査団による関係機関への調査等がスムースに進むようにＳＣＡが紹介状等を作成するこ

ととし、Ｓ／Ｗにおいて「an information letter from sca as a study team member for handing

over to relevant Authorities」に修正することで合意した。

5）UNDERTAKING OF JICA について

　ＳＣＡより、本格調査において日本での作業中はエジプト側Ｃ／Ｐ５名程度が日本に滞在

し、on-the-job-trainingを行ってほしいとの強い依頼を受けた。当方からはＣ／Ｐ研修として

１～２名程度を１か月間程度受け入れることであれば実現性は高いが、それ以上は困難であ

るとの説明を行った。しかし、ＳＣＡは非常に重要であると主張しており、その要望を

ＪＩＣＡ本部へ伝える旨をＭ／Ｍにて確認することで合意した。

　ＳＣＡの主張する５名程度の内訳は以下のとおり。

　　unitizing 1

　　drybulky 1

　　general cargo 1

　　requid bulk 1

　　managing system 1or2

6）その他

　調査し機材について、調査に必要なコンピューターとソフトウェアについて、ＪＩＣＡ側

で用意してもらえないかとの依頼を受けた。事前調査団は、この旨をＪＩＣＡ本部へ伝える

こととし、Ｍ／Ｍにて確認を行った。
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第２章　本格調査への提言

２－１　エジプトの概況

２－１－１　エジプトの概要

①歴史的、地勢的特性

　メソポタミアとともに人類文明の発祥地として 5000 年にもわたる長い歴史をもつエジプ

トは、女王クレオパトラの死後、ローマ、ビザンチン、イスラムアラビア、トルコと外国の

長い支配下にあった。歴史的変遷を経て1922年２月28日に英国の植民地支配から王政の国

として独立した。その後第２次大戦後の民族意識の胎動から 1952 年に共和制へ移行した。

　国土面積は、100万 1,449km2（我が国面積の約2.65倍）であるが、その 97％は、不毛の砂

漠と岩山で占められている。

　また、気象条件は厳しく、北部地中海に面した地域を除き国土の大半が大陸性の乾燥した

亜熱帯性気候で、首都カイロ市とその周辺地区の内陸部は夏季（４月～ 10 月）の日中平均

気温が33℃と高く、しばしば40℃を超えることがある。湿度は低く降雨は、年平均24.0mm

程度でほとんどない。

　３月から５月の季節の変わり目には、ハムシーン（砂嵐）が西部砂漠から東部へ吹き荒れ

ることがある。南部の古代エジプト発祥地のルクソール、アスワン地区は更に暑い。

表－１　 1990 － 1995 年の気象状況

冬 19.0 8.8 59.0 24.3

夏 34.7 21.8 56.0 0

冬 20.3 5.9 63.0 10.3

夏 36.9 21.2 48.0 0

冬 18.4 9.0 70.0 191.4

夏 29.7 22.6 72.0 0

冬 18.1 11.2 71.0 74.8

夏 30.4 23.8 72.0 0

冬 23.3 8.4 35.0 1.4

夏 41.3 25.7 17.0 0

カイロ

ファイユーム

アレキサンドリア

ポートサイド

アスワン

出所：CAPMAS, Statistical Year-book,1990-1995

都市名
平均温度（℃）

最低
湿度 雨量（mm）

最高
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②人口と社会構造

　エジプトの人口は、1997 年７月１日現在 6,140 万人で、人口増は 1985 年を境に低下傾向

にある。しかし1991年から1997年までの年平均人口増加率の2.14％で今後とも増え続ける

とすれば、2001 年には、6,700 万人を超えると推定される。

　エジプトの居住地と可耕地は、ナイル川流域とデルタ地帯の３万5,200km2にすぎず、居住

地域１ km2 当たりの人口密度は、1,711 人と世界で最も高い。

　さらに、近年都市部への人口集中は加速しており、旧カイロ市とその周辺部の人口密度は

１ km2 当たり 23 万 2,000 人を超 える過密状態にある。失業とスラム化が増大して住宅、上

水道、下水道、道路、公共交通機関等の公共インフラの供給が人口増の趨勢に対応できず都

市問題が深刻化しつつある。

表－２　エジプトの人口推移

単位：1,000人

年 男 女 合計 増加率（％）

1991 27,785 26,652 54,437 2.9

1992 28,505 27,388 55,893 2.7

1993 28,824 27,610 56,434 1.0

1994 29,388 28,166 57,556 2.0

1995 － － 58,978 2.4

1996 30,700 29,536 60,236 2.1

1997 31,295 30,109 61,404 1.9

表－３　主要都市人口（1996 年国政調査による人口数）

出所：CAPMAS, Statistical Pocket Book of EGYPT

カイロ市 アレキサンド
リア市 ダミエッタ市 ポートサイド

市 スエズ市 合計

678 332 91.4 46.9 41.7 512

出所：WEIS ARCレポート（エジプト） 2000

単位：１万人
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③労働事情

　労働人口が近年年率2.7％で増加しているエジプトでは、市場経済化の進展が遅れている。

産業構造は、石油、観光収入、スエズ運河収入、農業生産、海外出稼ぎ労働者の送金の５大

収入源が国家財政収入の根幹となっている。

　そのため、熟練労働者、非熟練労働者の就業機会が少なく、欧州、中近東地区へ労働者の

流出が著しい。海外出稼ぎ労働者の送金が、主要な国家歳入源となっている半面、国内の産

業発展の遅れの原因となっている。

　労働者の労働組合への加盟は、義務づけられておらずその組織率は、約27％にとどまって

いる。また、労働組合員の大部分は国有企業の従業員で組織されており、政府関係機関に就

業する労働者の賃金、福利厚生は、政府の法規制の下に行われている。

　政府及び公的セクターの従業員増加の就業条件は、週６日、42時間勤務で最低賃金は、月

約 28 ドル（約 95 エジプト・ポンド）である。

　労働者の賃金は、福利厚生費とボーナスで補填されて実質的には、約２～３倍になってい

ると推定される。

表－４　産業部門別雇用人口動態
単位：1,000 人

1996/97
4,886
2,201
43

1,176
121
738

1,789

145
237

1,649

2,877

7,435

1995/96
4,812
2,099
42

1,100
118
714

1,699

140
234

1,584

2,798

7,169

1994/95
4,744
2,031
41

1,038
114
690

1,624

136
230

1,506

2,725

6,911

1993/94
4,682
1,952
40
982
110
665

1,553

133
226

1,436

2,657

6,670

1992/93
4,620
1,876
38
914
106
637

1,493

130
221

1,370

2,586

6,437

1991/92
4,585
1,838
37
871
104
614

1,463

151
217

1,332

2,530

6,307

1990/91
4,500
2,036
37
666
98
599

1,437

145
214

1,286

2,509

6,190

部門別

農業

鉱工業

石油・同製品

建設

電力

運輸・通信・倉

庫・スエズ運河

商業・金融・

保険

観光ホテル

住宅・公共ユー

ティリティー

社会･個人サー

ビス

社会保険･政府

機関

合計

出所：WEIS ARCレポート（エジプト）2000 ＆ Economic and Social Development Plan of

　　　Ministry of Planning
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２－１－２　社会・経済指標

①政治動向

　1952年ナセル大統領の共和制体制への移行宣言以降、一部イスラム原理主義過激派による

反政府テロ事件、第２代大統領サダトの暗殺（1981年 10月）や1997年 11月の上エジプト・

ルクソールでの観光客襲撃事件（日本人観光客 10人を含む外国人 58人の虐殺事件）の発生

にもかかわらず政治体制に大きな変化が見られず、1981年10月 14日に就任したモハメド・

ホス・ムバラク第３代大統領の政治体制の下、政府による治安の維持が強化され 1971 年以

降反政府テロ事件は収束している。

　1999年６月の大統領選挙で現ムバラク大統領が引き続き第４期目（１期６年の任期）に入

り、1981 年に大統領として就任以来、20 年を超す長期政権となる。その後、足固めを強化

するため 1999 年 10 月 11 日には、アーテブ・オベイド前公営企業相を首相とする新内閣の

発足をさせた。

②経済動向

　エジプト経済は、1986年の石油価格の暴落により経済は停滞を余儀なくされ、多額の対外

借入れをせざるを得なくなった。1980年代後半、国際収支の悪化から自動車や家電製品等の

輸入規制をはじめ国内の工業化策を推進したが世銀及びＩＭＦ（国際通貨基金）の勧告によ

る貿易自由化政策の実施と 91年２月よりの為替規制撤廃、93年末には輸入関税の引き下げ

を実施、対ドルレートの安定、インフレの沈静化などのマクロ経済の改善が図られた。

　96 年には、エジプト政府は公営企業の民営化を加速させ同年 10 月には、ＩＭＦとの間で

新経済改革プログラムに合意し、債務削減を実現したため国際社会における信用度が増大し

た。

　エジプト投資庁推計によれば1970年から1995年までに承認された対内投資件数及び金額

は4,279 件、818 億 1,200 万ＬＥ（約 239億ドル）となっている。特に、国内向け投資件数の

伸長が大きい。

　フリーゾーンへの投資は、中東和平やＥＵとの自由貿易協定交渉の進展と相まって輸出市

場の拡大が期待されている。フリーゾーンは、1996年からダミエッタ・フリーゾーンが加わ

り総計で６か所となっている。2001年には、紅海沿岸のサファガに新たに建設される予定で

ある。

　1995－ 96年度の産業部門別投資累計額では、資源開発と自動車産業を中心とした鉱工業

部門が前年度比 21％増、石油・ガス部門では、96 年に米国のアモコやアパッチ、スペイン

のレプソルー、英国のブリティッシュ・ガス、イタリアのエジソンなどが西部砂漠地帯、地

中海沿岸、紅海、スエズ湾での石油、ガス田探鉱が承認された。
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　自動車部門では、96年にドイツのメルセデス・ベンツのシックス・オクトーバー市への進

出を承認、同 10 月には、現地企業のドイツＢＭＷ及び韓国の大宇自動車との合弁による乗

用車・トラック生産事業を相次いで承認した。

　金融部門では、銀行法の改正で合弁・民間銀行の外資規制が撤廃され、更に、民営化の一

環として国立銀行傘下の銀行株式が公開されたことから投資資金の民営化へ加速し始めた。

96年から政府は、大統領令によりインフラ整備事業の民営化や今後新たに外国から企業進出

する民間企業の民営化事業はＢＯＴ方式（建設、所有、操業、移転）で実施する方針を打ち

出し、96年７月には、デルタ地区での民間発電所建設事業（Law 100/96）、10月にはメルサー

アラムでの民間空港建設事業（Law 3/97）の入札を開始した。

　99 年８月 10 日には、東ポートサイド港コンテナヤード建設に、ドイツのＥＴＣとオラン

ダの The Danish Maritime Line(MAERSK)とのＪＶ企業である The Suez Canal Container Co.

（国営企業）との間でＢＯＴ方式による契約（480 百万ＵＳ＄）を調印した。

表－５　投資法に基づく投資承認件数及び投資額（1996 年６月 30日までの累計実績）

表－６　鉱工業生産高

国内プロジェクト フリーゾーン内プロジェクト

部門別 プロジェクト数 資本金 投資額 フリーゾーン名 プロジェクト数 資本金 投資額

鉱工業 2,216 14,651 29,872 カイロ 127 1,065 1,394

観光 413 9,721 18,744 アレキサンドリア 291 1,223 3,644

農業 189 1,338 2,958 ポートサイド 126 569 1,064

建設 177 923 2,010 スエズ 82 2,172 6,920

金融 438 10,448 10,448 イスマイリア 16 56 450

サービス 196 1,763 3,964 ダミエッタ 8 127 344

合　計 3,629 38,844 67,996 　合　計 650 5,212 13,816

出所：WEIS ARC レポート（エジプト）2000 ＆ エジプト投資庁

出所：CAPMAS Statistical Year Book 1992-1998（ただし、政府系ワークショップ、軍事工場、

　　　綿織機、製粉機械工業、パン・茶包装、新聞・広報等の産業分野は含まない）

単位：百エジプト・ポンド

産業分野 92／ 93 93／ 94 94／ 95 95／ 96 96／ 97 97／ 98

建設資機材 2,606 2,914 3,271 3,615 3,458 4,664

化学品・薬品 4,791 5,149 5,695 6,013 6,013 NA

エンジニアリング・電気産業 5,938 6,464 7,208 8,409 8,136 7,860

食品産業 14,720 15,086 16,212 15,671 16,900 17,371

鉱工業 356 453 532 514 650 NA

石油産業 18,501 19,105 23,635 23,468 26,239 NA

繊維産業 7,921 8,384 9,007 8,791 7,967 7,719



－ 11 －

③経済開発計画と将来展望

　エジプト政府は、1982 年から 2002 年までの長期経済、社会開発計画を立てている。

　既に完了している第３次経済開発計画では、市場メカニズム導入による需給関係の正常

化、経済・社会的諸制度の近代化をめざした総合的な改革に主眼が置かれたが、1998年から

始まる第４次経済開発計画では、エジプト版所得４倍増計画を標榜し、その教書「エジプト

の 21 世紀」の中で基本的な考え方を示した。

　その目標値としては、実質成長率を過去 15 年間の年平均 4.8％から 6.8％まで引き上げ、

更に2017年までには、7.6％まで高める。またＧＤＰを現行の2,570億ＬＥ（760億ドル）か

ら１兆 1,000 億ＬＥ（約 3,240 億ドル）まで４倍に高める。

　そのうえ、インフレ率を年５％以内に抑え、年間の人口増に見合う労働雇用を創出するこ

とを掲げ、この目標を達成するため今後20年間に年平均約1,000 億ＬＥ（約290億ドル）の

投資を発表した。

表－７　 社会開発５か年計画

２－２　エジプト港湾の概要及び主要港の概況

２－２－１　エジプト港湾の概要

　エジプトには 13 港の港湾（地中海沿岸に４港、紅海沿岸に９港）存在し、そのうち主要な港

湾としては地中海沿岸の大アレキサンドリア港（アレキサンドリア港とデキーラ港を合わせた呼

称）、ダミエッタ港、ポートサイド港と、紅海側のスエズ港、サファガ港の５港で、エジプトの

90%以上の海運貨物を扱っている。主要５港での貨物量は1992年に31.6百万ｔまで減少したが、

97年には51.1百万ｔまで回復した。貨物量の傾向として、輸入貨物量が輸出貨物量を常に上回っ

ている。また、これら５港のうち、大アレキサンドリア港で全体の約半分近い貨物と取り扱って

いる。以下に各港湾の概要を記述する。ここで港湾の各種構造諸元は、97年時点の資料に準拠し

ている。

単位：億エジプト・ポンド

五か年計画 投資目標値（億ＬＥ） 成長目標指標（％） 実績成長値（％）

第１次（83～ 87） 355 7.9 6.8

第２次（88～ 92） 465 5.8 2.9

第３次（93～ 97） 1,540 5.1 　　　－

第４次（98～ 2002） 5,000 6.8 　－

出所：開発途上国国別経済協力シリーズ第５版（国際協力推進協会）
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２－２－２　アレキサンドリア港

　港湾地域は６つの税関地区に分けられている。コンテナ・バースは３バースあり（バース総延

長560ｍ、水深 12ｍ）、それ以外に延長160ｍのRo-Roバースが１バースある。また穀物バース

が３バース（バース総延長 485 ｍ、水深 10.0 ｍ）、石炭バースが３バース（総延長 480 ｍ、水深

10.0 ｍ）、石油バースが５バース（総延長762 ｍ、水深 10－ 12ｍ）、並びに一般雑貨バースが 31

バース（総延長3,804ｍ、水深 5.5－ 12.0 ｍ）ある。デキーラ港も含めた 96年における総取り扱

い貨物量は 2,250 万ｔ（エジプト国全体では 4,830 万ｔ）である。

２－２－３　デキーラ港

　コンテナ・バースは２バースである（バース総延長 480ｍ、水深 14ｍ）。穀物バースが２バー

ス（バース総延長 490 ｍ、水深 14.0 ｍ）、鉄鉱石・石炭バースが２バース（総延長 630 ｍ、水深

14 － 20.0 ｍ）、石油バースが５バース（総延長 762 ｍ、水深 10 － 12 ｍ）、並びに一般雑貨バー

スが１バース（総延長 307 ｍ、水深 15.0 ｍ）ある。

２－２－４　ダミエッタ港

　掘り込み式の近代的な港で、1986年より運用を開始している。コンテナ・バースは４バースで

あり（バース総延長 1,000 ｍ、水深 14 ｍ）、96 年での取扱い貨物量は 1,170 万ｔである。また穀

物バースが２バース（バース総延長300ｍ、水深14.5ｍ）ある。堆砂による進入航路の埋没問題

がある。

２－２－５　ポートサイド港

　コンテナ・バースは 11 番バース（大型コンテナ船用コンテナ・バース）並びに 12 番（多目的

バース）の２バースである（バース総延長 590 ｍ、水深 13.7 ｍ）。96 年での取り扱い貨物量は

620 万ｔである。また穀物バースが２バース（バース総延長 263 ｍ、水深 13.0 ｍ）、並びに旅客

バースが 1 バースある。

２－２－６　スエズ港

　スエズ港はポートタフィク及びアダビア港を併せた総称であり、コンテナは取り扱っていな

い。ポートタウフィクでは旅客（ハッジと呼ばれるイスラム教徒のメッカ巡礼の乗船客が多い）

を中心に、またアダビア港は一般雑貨、ガソリン（取り扱い貨物量の55％）を対象に、それぞれ、

機能分担を進めている。両港併せて旅客バースが１バース、穀物バースが３バース、並びに一般

雑貨バースが７バースある。96 年での取扱い貨物量は 600 万ｔである。
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２－３　スエズ運河に係る現状と課題

２－３－１　運河の概要及び変遷

　スエズ運河は、北緯 31.15 度から北緯 29.55 度に至る全長 160kmに及ぶ運河で、北部の地中海

から南部の紅海までを直結する国際海上輸送の要となる重要な施設である。

　その施設は、欧州とアジア間の文化、経済交流の歴史に大きな影響を与えてきた。

　スエズ運河は、地中海側の出入口となっているポートサイド港から紅海側の出入口となってい

るスエズ港を直結しているが、運河構築には天然の良湖であるティムサ湖 （Bahra El Timsah）

と大ビターレーク（Greater Bitter Lake）及び小ビターレーク（Little Biter Lake）を活用して一部

に人工掘削によるバイパス水路を併用して完成した。

　その施設は、

  ・運河全長　　　　　　　　　　　　　　　190.25km

  ・ポートサイド港までの海上進入路　　　　　19.5km

  ・スエズ港までの海上進入路　　　　　　　　15.0km

  ・船のすれ違うバイパス航路部　　　　　　　78.0km

  ・南北港口の運河幅 （ポートサイド側－ 345 ｍ、スエズ側－ 280 ｍ）

  ・南北港口の係船ブイ間隔幅 （ポートサイド側－ 210 ｍ、スエズ側－ 180 ｍ）

  ・運航路の最大深度　　　　　　　　　　　　　58ft

  ・運航速度（石油積載油送船の規制速度）　　13km/hr

  ・運航速度（石油未積載輸送船の規制速度）     14km/hr

となっている。

　また、航路の深度は、-20.5ｍを確保しており、船舶の動揺や潮の干満等による余裕水深を考慮

して喫水 56ft（約 17 ｍ深）までの船舶の航行が可能となっている。

　バイパス水路は、ポートサイド（Port Said）、バラ（Ballah）、ティムサ（Timsah）、デバゾール

（Deversoir）及びビターレーク（Bitter Lake）の５か所にある。

　スエズ運河庁運航管理者は、25万ＤＷＴクラスの石油積載輸送船の航行に支障はなく、石油未

積載船であれば 50 万ＤＷＴクラスの大型船でも航行可能と説明している。

　現在、エジプト政府運輸省が日本政府の無償資金協力資金でポートサイド港の南方 48.5km 地

点にあるカンタラ（Qantara）で建設を進めているスエズ運河橋は、海水面上 76.667 ｍの高さで

設計されており、スエズ運河橋がスエズ運河を通過する大型船の運航を阻害することはない。

２－３－２　運河施設状況

　スエズ運河を管轄しているスエズ運河庁の収入は、国家の歳入の柱となっており、その機構は

大統領府直轄の組織として運営されている。
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　スエズ運河庁は、運河改善のため自前の技術と資金で継続したしゅんせつを図る一方、施設の

増強を図りながら国際物流サービスの動向を把握するために海運運航のノウハウをもつ英国の海

運研究所（Drewry Shipping Consultants Ltd）へ人材を派遣し職員の運河運営教育と研修に努めて

いる。

　スエズ運河庁が保有する主な施設は、具体的には下記を所有している。

・スエズ造船所（Suez Canal Authority Shipyards）２か所（ポートサイドとポートタフィク）

・しゅんせつ船 11 隻

・タグボート 35 隻

・スエズ運河運航管理システム（ＳＣＶＴＭＳ：Suez Canal Vessel Traffic Management

System）をノールウェーのコンサルタントと提携して、ＩＭＯ（International Maritime

Organization ）の Traffic Navigation System を構築した）

・スエズ運河庁情報センター

・The Floating Dock（EID EL NASR） １隻

２－３－３　運河及び運河周辺自然状況と環境状況

（1）自然条件

運河の地理的特性

　全長195kmの運河で、地中海と紅海を結ぶ国際海運上の重要施設である。一部複線化され

ており、航路水深は20.5ｍが確保されている。運河西岸は灌漑用水路が張り巡らされ、耕作

地が広がり、東岸は起伏の緩やかな砂漠地帯となっている。

運河の水位変動、流動状況

　ＳＣＡにより 24 時間連続潮位観測が、運河沿い８地点で実施され、流速は不定期で観測

されている。

気象、水文観測資料

　運河航行管理の目的でＳＣＡ独自により、15 地点で観測（気温、気圧、風速、可視性等

の項目）が 24 時間連続で実施されている。ただしデータ保存期間は１－２週間であり、そ

の時期を過ぎたら基本的に廃棄する。エジプト気象庁との気象データの交換はなし。

土壌・地質

　運河西岸はナイル川流域デルタ地帯と東部砂漠の一部からなる。デルタ地帯は北部にマン

ザラ湖、ダミエッタ湖等の湖沼地帯（汽水）を抱える。東部砂漠は、紅海沿いの起伏に富ん

だ高地で特徴づけられる。運河東側にあるシナイ半島は地中海側に大規模な湿地・湖沼を含

む砂質帯があり、中央部は石灰岩の高原となっている。
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地震

　主な地震の震源はスエズ湾南部周辺に分布しており、最近ではカイロを震源としたもの

（Ｍ5.9）が92年に発生した。基本的に運河周辺での大規模な地震発生は報告されていない。

運河周辺の重要構造物

　鉄道（ポートサイド－イスマイリア間）が運河と平行敷設している。それ以外に２つの橋

梁建設現場（Qantara Bridge、2001年夏に完成予定、Ferdan Railroad Bridge Project）、Floating

Bridge、Ferry の船着き場（運河沿いに７か所、無料）、トンネル（アハムド・ハムディ・ト

ンネル）、灌漑用パイプライン（シナイ半島側への供給）、養魚場（ポートサイド東岸）、塩

田等がある。これ以外にポートサイドに運河下横断トンネル構想があるが、現時点において

同計画の実現性は低い。ＢＯＴ方式による東ポートサイド開発構想が現在進行している。

（2）環境状況

水資源

　上水道供給はナイル川より運搬され、海水浄化利用は報告されていない。一部の地域にお

いて地下水が農業用水として利用されている。

水質汚染

　地中海と紅海を結ぶ水路であるため、水路内において水質の空間的遷移が報告されている

（一般的に紅海側の塩分濃度が地中海側より高い）。現時点での運河全域にわたる水質は良好

である。ただしティムサ湖（Lake Timsah）は、その地形的形状から閉鎖領域となりやすく、

運河水路との水塊交換が十分機能しないため、このような状況下で航行船舶からのバラスト

水等が投棄された場合、汚染物質が同湖に滞留・沈殿しやすくなる。このようにして過去、

形成された有害物質を含む湖底汚泥のしゅんせつ作業が、2000年からＳＣＡ、イスマイリア

県庁と厚生省（Ministry of Health）の監督下で開始された。浚渫汚泥はバージにより運河沿

いの土捨て場に運ばれ、未処理のまま投棄されている。

　大規模な石油漏出事故としては、1984年のタンカーの運河堤防接触により発生した原油漏

出染事故（約 400 ｔの原油漏出、除去作業は終了）があるが、それ以後、大規模な漏出事故

は報告されていない。運河内の安全航行管理については、過去、基礎的検討がなされている

が（例、The Safety Improvement of the Suez Canal, JICA, 1985）、レポート作成時と運河を

とりまく情勢が変わっているため、新たに運河内安全航行システムを検討することが望まれ

る。運河内事故発生時の緊急対策については、ＳＣＡの Department of Transit を中心に

Contingency Plan が作成されている。

貴重動植物

　当調査範囲内では確認されていない。



－ 16 －

水産・漁業

　ティムサ湖（Lake Timsah）及び大ビターレーク（Great Bitter Lake）の一部において小

規模漁業が行われている（漁獲高は調査範囲内では不明）。

不法占拠集落・少数民族

　当調査範囲内では確認されていない。

遺跡・文化財

　当調査範囲内では確認されていない。

保養・レクリエーション

　ＳＣＡによりティムサ湖（Lake Timsah）及び大ビターレーク（Great Bitter Lake）の沿岸

に、ビーチ（public & private）が開設・管理されている。基本的にビーチ以外での遊泳は禁

止されている。

表－８　プロジェクト概要（ＰＤ）

内　　　　容

スエズ運河経営改善計画調査

スエズ運河は世界貿易の要所であり、かつエジプトの主要外貨収入源である
ことから、その良好な管理運営・経営の維持は、エジプト経済にとって重要
な課題である。しかし近年通航量の低迷等により運河収入が低下し、経営の
悪化が懸念されている。

世界貿易動向を踏まえた需要予測システムを確立し、需要予測結果をもとに
通行料体系・サービス体系の再整備等、今後の適切な運河経営の改善・開発
計画を策定する。

エジプト国スエズ運河全域

Suez Canal Authority

不明

改良（運河航行システムの改良）

外貿／内貿、運河、貨物／フェリー

貨物：　　ton（　　年）、旅客：　　人（　　年）

桟橋／岸壁、水深　　ｍ／延長　　ｍ

護岸　　ｍ／防波堤　　ｍ

航路　195km／水深　20.5ｍ、一部複線化

　　ｍ３

ＥＰＺ／工業団地／その他（　　）

項　　目

プロジェクト名

背景

目的

位置

実施機関

稗益人口

計画諸元

計画の種類

港湾の性格

需要／対象船舶

係留施設

外かく施設

水域施設

しゅんせつ／埋立等

関連開発

その他特記すべき事項
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表－９　プロジェクト立地環境（ＳＤ）

項　　　　目

プロジェクト名

社会環境

地域住民（居住者／先住民／計画に対
する意識等）

土地利用（漁村・魚市場／臨海工業地
域／史跡等）

経済／レクリエーション（農漁業・商
業／リゾート施設等）

自然環境

地形・地質（急傾斜地・軟弱地盤・湿
地／断層等）

海岸・海域（浸食・堆砂／潮流・潮汐・
水深等）

貴重な動植物（マングローブ・珊瑚礁・
水生生物等）

公害

苦情の発生状況（関心の高い公害等）

対応の状況（制度的な対策／補償等）

その他特記すべき事項

内　　　　容

スエズ運河経営改善計画調査

運河近傍に密集居住地区は存在せず。

大型コンテナー船、石油タンカーが通航。ポートサイド東側にて
ＢＯＴ方式による大規模開発が進行中。Lake Timsah等、一部の湖にお
いて小規模漁業が営まれている。

Lake Timsah、 Great Bitter Lakeの砂浜は遊泳地区に指定され、ＳＣＡ
により管理されている。特にGreat Bitter Lake沿岸部にリゾート地区
が点在する。

全長195kmの運河で一部複線化。航路水深は20.5ｍを確保。

潮流は運河にほぼ並行。ポートサイドでの流速は小さく、ポートタウ
フィクでは比較的大きい（流速0.6m/s以上の発生頻度は約28%）。運
河両端の平均水面差は最大40cm。７月から10月の間、ポートサイド
の平均水面がポートタウフィクのものより高くなる。

特になし。

全般的に運河水路の水質は良好。ただしLake Timsahにおいて汚染汚
泥のしゅんせつが実施。

運河水路で事故（例、原油漏出）があった場合を想定し、ＳＣＡによ
りContingency Planが作成され、災害リスク低減を行うとともに運河
の航行安全性確保に努めている。

特になし。

(3) プロジェクト概要及びプロジェクト立地環境

　プロジェクト対象地区におけるスクリーニング、スコーピング実施の基礎となるプロジェ

クト概要（ＰＤ）及びプロジェクト立地環境（ＳＤ）を表－８、９に示す。

（4）スクリーニング及びスコーピング

　ＪＩＣＡ開発調査環境配慮ガイドライン、港湾編（ＪＩＣＡ、1994）に準拠して環境予備

調査を実施した。スクリーニングは運河経営改善調査計画が地域住民の生活、自然環境、社

会環境に悪影響をもたらさず、その良好な環境を維持しつつ生活向上に繋がり、地域の社会

生活に十分な便益をもたらすという点に基づいて、スエズ運河庁側担当者とともに進めた。

スクリーニングの調査結果を表－ 10 に示す。スコーピングはスクリーニングの結果を受け

てプロジェクトにおいて調査すべき環境項目を明確にする事を念頭に実施した（表－11）。

プロジェクト対象地区の環境面に関する総合判定結果を表－ 12 に示す。
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表－ 10　スクリーニング

表－ 11　事前調査におけるスコーピング・チェックリスト

環境項目 内　　容 評定 備考
１ 住民移転 用地占有に伴う移転（居住権・土地所有権の転換） 有・無・不明
２ 経済活動 土地・漁場等の生産機会の喪失、経済構造の変化 有・無・不明
３ 交通・生活施設 渋滞・事故等既存交通や学校・病院等への影響 有・無・不明
４ 地域分断 交通の阻害による地域社会の分断 有・無・不明
５ 遺跡・文化財 寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や価値の減少 有・無・不明
６ 水利権・入会権 漁業権、水利権、山林入会権等の阻害 有・無・不明
７ 保健衛生 ゴミや衛生害虫の発生等衛生環境の悪化 有・無・不明
８ 廃棄物 建設廃材・残土・一般廃棄物等の発生 有・無・不明
９ 災害（リスク） 地盤崩壊・落盤・事故等の危険性の増大 不明
10 地形・地質 掘削・盛土等による価値のある地形・地質の改変 有・無・不明
11 土壌浸食 土地造成・森林伐採後の雨水による表土流出 有・無・不明
12 地下水 掘削に伴う排水等による涸渇、浸出水による汚染 有・無・不明
13 湖沼・河川流況 埋立や排水の流入による流量・河床の変化 有・無・不明
14 海岸・海域 埋立地や海況の変化による海岸浸食や堆積 有・無・不明
15 動植物 生息条件の変化による繁殖阻害、種の絶滅 不明
16 気象 大規模造成や建築物による気温、風況等の変化 有・無・不明
17 景観 造成による地形変化、構造物による調和の阻害 有・無・不明
18 大気汚染 車両や工場からの排ガス・有害ガスによる汚染 有・無・不明
19 水質汚濁 土砂や工場排水等の流入による汚染 不明
20 土壌汚染 野積みからの粉塵、農薬等による汚染 有・無・不明
21 騒音・振動 車両・船舶の航行等による騒音・振動の発生 有・無・不明
22 地盤沈下 地質変状や地下水位低下に伴う地表面の沈下 有・無・不明
23 悪臭 港湾施設からの排気ガス・悪臭物質の発生 有・無・不明

環境項目 評定 備　　考
１ 住民移転 Ｄ なし。
２ 経済活動 Ｄ なし。
３ 交通・生活施設 Ｄ なし。
４ 地域分断 Ｄ なし。
５ 遺跡・文化財 Ｄ なし。
６ 水利権・入会権 Ｄ なし。
７ 保健衛生 Ｄ なし。
８ 廃棄物 Ｄ なし。
９ 災害（リスク） Ｃ 将来通航船舶数増大に伴う運河内事故発生リスク（例、悪天候時の事故、

原油漏出）増加の可能性有り。
10 地形・地質 Ｄ なし。
11 土壌浸食 Ｄ なし。
12 地下水 Ｄ なし。
13 湖沼・河川流況 Ｄ なし。
14 海岸・海域 Ｄ なし。
15 動植物 Ｃ 貴重な動植物の生息は報告されていない。
16 気象 Ｄ なし。
17 景観 Ｄ なし。
18 大気汚染 Ｄ なし。
19 水質汚濁 Ｃ 将来通航船舶数増大に伴う運河水質悪化（例、バラスト水の不法投棄）の

可能性有り。
20 土壌汚染 Ｄ なし。
21 騒音・振動 Ｄ なし。
22 地盤沈下 Ｄ なし。
23 悪臭 Ｄ なし。

注 　Ａ： 重大なインパクトが見込まれる、Ｂ：多少のインパクトが見込まれる、Ｃ：不明（検討する必要有り、調査
が進むにつれ明らかになる場合も十分に考慮にいれておく、 Ｄ：ほとんどインパクト無し、ＩＥＥ又はＥＩＡの
対象としない。

社
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表－ 12　総合評定

２－３－４　運航形態

1）通航船団方式

　通航には、１日南航２船団、北航１船団の通航船団方式がとられている。

　運河を通航しようとする船舶は、通航日の４日以上前に通航のBookingを行い、更に到着

の 48 時間前までに、到着予定時刻、吃水、危険物の有無をＳＣＡに連絡しなければならな

い。

　また、Port Said Approach Bouy の 10 マイル前、又は Suez の分離帯 No.1 浮標の５マイル

前で、Pilot Boat を経由して、ＶＨＦで連絡をとり、錨泊の指示を受けなければならない。

　現行の運河航行ダイアグラムを図－１に示す。

2）南航船

　南航船は、船舶の幅にもよるが、最大吃水 42ft まで通航可能である。

　ただし、East Channel を使用することによって、42ft 以上の吃水の船舶の通航を手配する

ことも可能であるという。

　第１船団は、毎日 18：00 に締め切られ船団が編成される。吃水 39ft 未満の船団は、港内

のWaiting Buoy Berth にいったん係留のうえWest Branch を経由して、またＶＬＣＣ、4th

generation Containership、3rd generation Containership、ＬＮＧ、ＬＰＧ及びその他の吃水39ft

以上の船舶は、港外のＶＬＣＣ待機錨地から、Port Said Bypassを経由して、Suezへ向かう。

　第２船団は、02：30 に締め切られ、06：00 に West Branch を経由して通航開始するが、

吃水 39ft 以下の、ＶＬＣＣ、4th generation Containership、3rd generation Containership 以外

の危険物を積載していない船舶に限られる。

　第１船団は、Ballah East Branch、Timsah East Branch、Deversoir West Channel を通って、

Great Bitter Lake の Western Anchorage に投錨して、北航船の通過を待つ。

　第２船団は、Ballah West Branch に係留して北航船の通過を待つことになる。

備　考

現航行システムにおける事故発生
時のContingency Plan はＳＣＡ、
Dept of Transit により作成済み。

99年にＥＥＡＡスエズ環境管理室
が開設。運河の水質観測を実施し
ている。

今後の調査方針

将来通航船舶数増大時を想定したContingency
Planの見直し。

運河内での汚濁水不法投棄の取り締り強化。
ＥＥＡＡと連携した運河水路の水質観測体制
確立。

環境項目 評定

９ 災害（リスク） Ｃ

19 水質汚濁 Ｃ
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　ただし、第２船団の隻数が４隻以下の場合には、Lake Timsah まで進んで投錨し、通航時

間をセーブする。

　Great Bitter Lake の錨地から主発する際には、4th generation Containership、3rd generation

Container、VLCC in Ballast、その他の船舶の順に船団が再編成される。先頭の船舶は、北航

の最終船が Kabrit Station で abeam になるように速力を調整する。

　

3）北航船　

　北航も南航と同様に、船舶の幅にもよるが、最大吃水 53ft まで通行可能である。

　北航は、前述のように１日１船団であり、ＶＬＣＣ錨地に投錨するＶＬＣＣ、4th generation

Containership、3rd Generation Container、吃水 38ft 以上の船舶は毎日 24：00 に、その他の船

舶は 02：30 に締め切られ、4th generation Containership、3rd Generation Container、

積載ＶＬＣＣ、ＬＰＧ、Conventional Tanker、その他の船舶の順に船団が編成される。

　先頭の船舶が、160km 地点を 05：20 に通過するように、ＶＬＣＣ等はWaiting Area

Channel、Eastern Dredged Channel in Great Bitter Lake、Deversoir East Channel、Lake Timsah

East Channel、Ballah East Bypass を通ってポートサイドに向かう。

　原則として、満載タンカーは、南航船団の最終船舶が 95km地点を通過した後に先頭のタ

ンカーがその地点に到着するという条件でノンストップで通航するが、他の船舶は Great

Bitter Lake の Eastern Anchorage に投錨して南航船団を待つことになる。

　ポートサイドに寄港する船舶は、Port Said West Branch に入るが、他はすべて Port Said

Bypass を経由して直接地中海に出る。

　

4）通航速力

　通航速力は、Rules of Navigation に次のような基準が定められている。

　　南航第１、第２船団　　　　14km/h（7.56knots）

　　北航船団

　　　　積載ＶＬＣＣ等　　　　13km/h（7.02knots）

　　　　他の船舶　　　　　　　14km/h（7.56knots）
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5）船間間隔

　船間間隔については、Rules of Navigationには規定がないが、ＳＣＡは次を基準としている。

　　　　DWT　　　　　　　　　　Minimum Time Intervals in Minutes

　　Up to 30,000  6

　　30,000 to 60,000 10

　　60,000 to 140,000 16

　　140,000 to 250,000  20

　　Larger than 250,000 25

　　VLCC in ballast 16

６）航行安全対策

　現在、ＳＣＡは運河通航船舶の動静をリアルタイムで把握し、通航管制を行うＳＣＶＴＭＳ

（Suez Canal Vessel Traffic Management System）を運用している。本システムは、６か所の

レーダーサイトとポートサイド、イスマイリア、スエズに置かれている基地局から構成さ

れ、通信網により情報を共有している。また、本システムでは、通航船舶について、運河通

行中の全船舶の位置、速度等の動静情報（図－２、３、４参照）を把握しているほか、各船

舶の船種、船名、ＯＤ等の個別データ（表－ 13 参照）の蓄積も行っている。

２－３－５　経営・財政状況

　スエズ運河の営業収益は、運河の通航船舶から徴収する通行料収入と、土地・建物の賃貸料、

給水料、船舶修繕料、機器賃貸料等の雑収入から成り、そのうち通行料収入が大部分を占めてい

る。また、通行量収入はエジプトの国際収支の推移（表－14）に示すように近年漸減傾向にある。

２－３－６　組織・制度・法律

（1）スエズ運河公社（ＳＣＡ）の組織

　スエズ運河はスエズ運河公社（ＳＣＡ）により運営されている。ＳＣＡは独立した法人格

を持ち、独自の予算を持つ公益法人で商務省に所属する。ＳＣＡは、公企業・民間企業に適

用される政府の規則の大部分から独立しているが、毎年の予算は財務及び企画省の審査を受

けなければならず、大統領による認可を受けなければならない。

　ＳＣＡの経費は、大統領が任命するBoard of Directors（Chairman及び６人のDirectorによ

り構成されている）と Chairman（Managing Director でもある）により運営されている。

　ＳＣＡの本部はイスマイリアにあり、ポートサイドとポートタフィク（Port Tewfik）に現場

業務を担当する支所を、そしてカイロ（Cairo）に広報等のための連絡事務所を置いている。
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　ＳＣＡの本部組織は、13 の部門から成っており、その組織図は図－５のとおりである。

（2）エジプトにおける環境関連法規

1）環境行政体系

　エジプトにおいてはエジプト環境庁（ＥＥＡＡ： Egyptian Environment Affair Agency）

が国家レベル環境政策に関与する最高機関であり、同国の環境政策（１．持続可能な開

発、２．健全な環境管理のための国家戦略策定、３．自然保護、４．環境影響評価

（ＥＩＡ）の実施、５．環境部門への民間活動導入等の国家レベル施策）に基づき、あら

ゆる持続可能な開発プログラムを審査・監視している。スエズ運河庁においては現在、

運河周辺の環境を専門に担当する部局は設置されておらず、運河拡張・整備事業を計

画・実施する際、臨時的にDepartment of Transit が代表してＥＥＡＡ、イスマイリア、

スエズ等の近隣市町村と連携しながら同事業における環境保全、ＥＩＡの準備・資料作

成などを行っている。1999年にＥＥＡＡのスエズ環境管理室（Suez Lab）が開設され、

運河周辺の水質汚染の監視を行っているが、ＳＣＡとの監視業務における連携・交流は

確立されてない。

2）環境法、規制体系

　エジプトではLaw#4 of 1994 並びにLaw#5 of 1995 において包括的な環境法が制定さ

れた（同法の執行年度は 1998 年度）。この環境法は、大きく５つのセクション（総説

（Articles 1-18）、陸地環境の保護（Articles 19-33）、大気環境の保護（Articles 34-47）、

水域環境の保護（Articles 48-83）、罰則（Articles 84-101）、並びに補足規定（Articles

102-104））から構成される。

　それ以外の環境法規としては Presidential Decree #93 of 1962 及びMinisterial Decree

#649 of 1962（液状廃棄物処理）、Decree #470 of 1971（工業地帯での大気汚染規制）、

Law #57 of 1978（湖沼、湿地帯保護）、Law #48 of 1982 及び Decree #8 of 1983（ナイ

ル川流域及び他水域の保護）、Presidential Decree #631 of 1982（ＥＥＡＡ設立）などが

ある。また 1 9 6 9 年にブリュッセルにて石油漏出事故に関する傷害の民事責任

（International Convention on Civil Liability for Injuries Resulting from Oil Pollution

Accidents）、また1973－78年の船舶からの不法投棄による海洋汚染防止（International

Convention for the Prevention for Marine Pollution from Ships）の国際条約に署名・批准

している。
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3）環境基準

　工場等からの廃水（Annex 1 & 10）、大気質（Annex 5 &6）、騒音（Annex 7）、及び

労働環境（Annex 8 & 9）に関する環境基準がそれぞれ、Law#4 of 1994 に記述されて

いる。

4）ＥＩＡ審査制度

　エジプトではLaw #4 of 1994において、同国で定められた環境基準に基づき、持続可

能な開発を達成することを目的として、すべての開発プロジェクト（特に都市計画並び

に観光開発プロジェクト）に関して環境影響評価を実施することが義務付けられている

（Chapter 1, Articles 19 - 23 及び Annex 2 & 3 of Law #4 of 1994）。ＥＥＡＡ内では

Department of Environmental Management がＥＩＡ審査、公聴会の準備等を担当する。

　ＥＩＡ審査は、計画段階で周辺環境への影響が予想される場合に、関連行政部局によ

りＥＩＡ調査が実施され、その調査結果はＥＥＡＡに提出される。提出後60日以内でそ

の内容評価が行われ、その後、同評価結果が事業申請者に通知される。事業申請者は、

その検討結果について、委員会設置（通常、関連行政機関、事業申請者から構成）前の

30日以内であれば、文書で異議を申し立てることができる。また事業実施後、ＥＥＡＡ

を中心に環境モニタリングが実施されるが、同モニタリングで周辺環境への影響が顕著

であると判断された場合、事業主に対し改善勧告令が出される。勧告後60日以内に改善

活動が認められない場合、法的措置（罰金、裁判など）がとられる。

5）運河内の水域保全に関する対策

　運河内での事故、火事、及び汚染に関する対策、罰則は、Articles 59 - 64, Rules of

Navigation において規定され、事故、漏出、消火活動、船舶火災、燃料給油、公害、油

汚染の発見・連絡についてそれぞれ、記述されている。またArticle 64Aにおいて、エジ

プト環境法Law #4 of 1994（特に同法の水域への汚染物質投棄に関する法律）が、運河

水域にも適用されることが明記されている。

２－３－７　既存の整備計画

　現在、ＳＣＡは運河増深・拡幅等のための拡張計画を2012年を目標年次として実施しており、

その概略を以下に記す。（図－６、７参照）
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（1）56 フィート計画

　この計画は1994年９月に完了した計画であり、水深を-19.5ｍから20.5ｍへ増深し、航路

の全延長162kmにわたって水深 -11ｍを確保した航路幅員を160ｍから180～225ｍへ拡幅

するものである。

（2）58 フィート計画

　この計画は 56 フィート計画終了後に開始され、1996 年４月に完了した計画であり、航路

水深を -20.5 ｍから -21.5 ｍへ増深した。

（3）62 フィート計画及び 66 フィート計画

　この計画は 58 フィート計画の終了後、既に着手されており、2001 年に終了予定。

（4）72 フィート計画

　ＳＣＡは運河拡張計画の最終段階として 72 フィート計画の実施を考えている。これによ

り、-27.0ｍの水深が確保され、積載状態で30万ＤＷＴ、バラスト状態で50万ＤＷＴまでの

タンカーの通行が可能となる。

２－４　調査の基本方針

　本調査は、コンテナ化の進展など世界の貿易動向を踏まえた適切な運河経営を探る観点から、

的確な運河航行量予測モデルの構築及び予測を踏まえた通行料体系／サービス体系を検討すると

ともに、今後の運河経営改善計画、既存開発計画のレビューを行うことを目的とする。さらに計

画遂行の実効性を高めるために各種提言を行うとともに、カウンターパートへの技術移転を実施

して計画実現への支援を講じる。

２－５　調査対象範囲　

　エジプトのスエズ運河地域（スエズ～イスマイリア～ポートサイド）を対象とする。

２－６　調査項目とその内容・範囲

２－６－１　既存資料・情報の収集分析

　調査実施上の基礎資料とするため、以下のデータの収集・分析や再評価を行う。

①スエズ運河に関するデータ（運河通行船舶・財務等）の収集・分析

②既存のスエズ運河に関する調査の再評価

③既存のスエズ運河開発計画の再評価
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④海上輸送の近年の動向に関する分析

⑤現在のタリフ設定システムの評価

２－６－２　運河政策

　エジプト及び世界におけるスエズ運河の海上交通の役割、経済的な役割、外交上の役割を整理

し、スエズ運河の国際的、国家的な戦略上の位置付けを明らかにする。

２－６－３　運河通航量への影響要因の把握

　スエズ運河通航量への影響要因の把握を行う。把握にあたっては、世界経済及び貿易の変動、

国際海運の変化等が反映できるような複数のシナリオを考慮する。

①世界経済及び貿易

　国際海上貿易に係る世界経済及び貿易の背景分析を通じて、スエズ運河の南・北行別通航

貨物の輸出入地の経済事情をレビューし、かつ国際諸機関の世界経済及び貿易予測をもレ

ビューし、本調査における経済フレームを設定する。

②国際海上貿易

　スエズ運河利用大宗貨物（コンテナ、原油等）について、地域間海上貿易フローを設定す

る。その際、パイプラインの設置等による輸送モード分担への影響を考慮する。

③国際海運

　船舶の大型化やコンテナ化の進展、ハブポート形成（フィーダー網を含む）の動向を踏ま

えつつ、スエズ運河利用主要船舶種類（コンテナ船、タンカー等）の需要供給状況、市況の

動向、特定航路での海上輸送コスト及びそれらの関係を整理するとともに、顧客行動パター

ンを把握する。

２－６－４　運河交通の需要予測モデルの作成

　スエズ運河通行需要予測モデルの作成において、上記の運河通航量への影響要因の把握を踏ま

え以下の検討を行う。

①世界経済及び地域経済と貿易量の関係、既往の国際諸機関等の世界経済予測レビューや地域

間海上貿易フローに基づいて、地域別・品目別の国際貿易量予測モデルについて検討する。

②パイプラインなど他の輸送モードとの選択に関する予測モデルについて検討する。

③船腹需給予測、輸送コスト分析、船社及び荷主の行動分析に基づいて、国際貿易貨物の航路

選択に関する予測モデルについて検討する。

④航路選択及び輸送モード選択の予測に対してタリフ設定の影響を検討する。

⑤上記モデルの検討結果に基づき、コンピューターを用いて全体モデルのプログラムを作成す
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る。

　なお、スエズ運河通航需要予測モデルの作成にあたっては、運河通航貨物の方向別及び船種・

船形別に予測するものとする。船種としては、タンカー、コンテナ船（メイン航路、フィーダー

航路）、バルク船などに仕分けるものとする。

　フィーダー航路のコンテナ船の通航需要予測にあたっては、運河通航実績と地中海及び中東に

おける地域経済・貿易動向の分析に基づいて行う。

２－６－５　運河のマーケティングとタリフ設定システム

1）運河のマーケティング

　現在、ＳＣＡはタンカー通行量を増加させるため、空タンカーに対する料金の特別割引を

実施したり、航路の増深を実施するなどサービスの向上を図っている。しかしながら、通行

量の増加しているコンテナ船に対して適切なサービス向上策が実施されているとは言い難

い。

　コンテナ船にとっては、時間短縮・定時性の確保といったことがタンカーに比較して極め

て重要である。このように求められるサービスは、船種別（貨物別）に異なっており、更に

船型別（貨物量）によっても異なる場合もある。　

　このような状況を踏まえて、スエズ運河通航船舶の船種・船形・サービス形態等の現況、

将来予測に基づき、スエズ運河の利用に係るマーケットの分類を行い、利用者行動に基づく

マーケティング戦略の分析を行う。

2）タリフ設定システム

　現在、ＳＣＡはRules of Navigation の定めるところにより、運河通航船から通航料を徴収

している。通航料は、300 総ｔ以上の船舶を対象とし、トン数に応じて料率が定められてい

る。参考として、2000 年１月から適用されているタリフを表－ 15 に示す。

　さらに、タンカー、ＬＮＧ船などを対象として、喜望峰回りのサービスとのコスト比較に

より通航料金のディスカウントを行うLonghaul System、貨物通航量に応じて通行料金のディ

スカウントを行う Cargo Incentive System を適用することにより運河利用の促進を図ってい

る。

　また、運河に関連した施設利用料としては、埠頭料、水先案内料、バース変更料、被曳航

料、Tug Boat 使用料があり、いずれもRules of Navigation で料率を定めている。しかし、現

状のタリフ及びタリフセッティングシステムはタンカーを主要な通航船舶として想定し、そ

の通航量の増加を目的としているため、前述の船舶運河航行の現状に十分対応したものとは

いえない。
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　そこで、運河のマーケティング戦略分析、需要予測モデルの作成におけるタリフ設定の影

響分析に基づき、船種別・トン階別のタリフ設定根拠を検討するとともに、設定タリフに対

応した運河通行量と運河収入が予測できるプログラムを作成する。

3）運河航行方式の改善

　運河航行方式を改善するため、以下の点について検討を行う。

①航行手続きの改善方策

②待ち時間の短縮方策

③船舶航行スピードアップの可能性とその対応方策

④コンボイ編成の改善策

⑤運河通行ダイアグラムの変更

　なお、航行安全の確保は運河のサービス向上において非常に重要な要素である。そこで、

上記の検討結果に基づいた航行方式の安全性の確認を行う。

4）新規サービスの検討

　ＳＣＡの経営改善に資する新たな収入源の創出を目的として、船舶・コンテナバン修理、

給油などの運河通航船舶に対する新たなサービスの検討を行う。

２－６－６　運河開発計画

　既存のスエズ運河開発計画には、完全ダブルトラッキング化・ダブルトラッキング区間の延

伸・大型タンカー対応のための増深などがあった。現在、ＳＣＡは大型タンカーの通行量の増加

を目的とした増深計画を進めようとしているが、世界的な石油消費状況の変化・パイプライン輸

送の影響などを考慮すると、増深計画の効果に十分な自信を持てていないようである。

　このため、現状における運河通行船舶の実態分析、予測モデルを用いたスエズ運河の将来通航

需要予測、マーケティング戦略分析等を用いて、投資効果の今日的評価を含めた既存開発計画の

評価・検討を行う。

２－６－７　自然環境及び社会環境調査

　当該業務においては、運河航行システムの改善（主に通航船舶数の増加）により運河収入の増

大を図ることを主目的としており、水路拡大、しゅんせつ、新バイパス案等の開発計画は含まれ

ていないため、当該業務による周辺環境（自然・社会）への物理的影響は小さく（表－ 10、11、

12参照）、したがって本格調査における自然環境及び社会環境調査実施の必要性はないと判断さ

れる。
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　通航船舶数の増加により運河収入増大を図る場合、周辺環境への影響として、まず船舶からの

CO2等の排出量増加が懸念されるが、運河周辺が平坦地に位置する強風地帯であり十分な拡散効

果が期待されること、並びに周辺近傍に住宅密集地が存在しないことなどにより、この項目に関

する周辺環境へのインパクトはほとんどないと判断される。騒音・振動についても運河周辺に住

宅密集地が存在せず、同項目に関するインパクトもほとんどないと考えられる。

　ＳＣＡでは“運河全域における安全航行システムの確立＝安定した運河収入の確保”という観

点から、運河内部、又は周辺の環境保全には積極的に対処する姿勢（原油漏出事故回避、事故発

生時の緊急対策・処理計画の立案、運河水域へのバラスト水等汚濁物質の投棄禁止）を呈示して

いるため、現状での運河全域にわたる水質は良好といえ、顕著な水質汚染問題は発生していな

い。通航船舶数増加により、運河内の更なる航行安全管理システムの確立が必要と予想されてく

るが、現航行システムでも運河通航容量に十分余裕があるため、当面、問題はないと考えられ

る。

　ここでシステム改良後の運河水域の安全性確保（悪天候時の衝突、火災、原油漏出による水域

汚染の防止、危険性の低減、ナビゲーション・システムの改良）、汚染物質不法投棄の徹底監視、

運河全域にわたるモニタリング・システムの確立による良好な水路環境の保持、事故発生時にお

ける緊急対策、防災訓練計画については、別途、追加検討が必要と考えられ、今後の検討課題の

１つとしたい。特に運河全域にわたる水質モニタリングについては、ＥＥＡＡなどの関連機関と

調整のうえ、観測強化を図ることが、将来的に見て重要な課題になると考えられる。

２－６－８　運河経営改善計画

1）組織の改善

　既にＳＣＡは直営で行っていた船舶修理業務の一部をデンマークの民間会社との合弁会社

を設立しアウトソーシングを図っているが、なお多数の職員を抱えているほか、直営しゅん

せつ作業の実施、数多くの福利厚生施設の維持管理などを行っている。

　このため、ＳＣＡの財務状況を分析し、合弁事業の拡大などによる、より効率的な組織の

あり方について検討する。

2）航行規則変更案の検討

　運河の通航諸手続、通航方式、航行安全の確保等に関する事項は、スエズ運河の通航規則

であるRules of Navigation において定められている。そこで、これら関する上記の検討結果

を取りまとめて、必要なコメント・提言を行うとともにRules of Navigation の変更案を検討

する。
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２－７　本格調査団の要員構成と調査工程

　本件調査は、国際経済・貿易の動向や国際海運の進展を踏まえ、運河通航量予測モデルを構築

するとともに、望ましい料金体系、運河のあるべき姿及び効率的な管理運営のあり方等を提案す

るものである。そのため、本格調査団の構成としては、次のような専門分野が適切と考えられる。

○総括／運河政策

　　　総括、スエズ運河の国際的・国家戦略上の位置付け

○運河計画（1）

　　　既存開発計画（増深、バイパス等）評価、運河通行の船舶の実体調査

○運河計画（2）

　　　国際海運（船腹、船費、航路選択等）、近隣港湾計画の運が交通への影響

○財務分析　　　

　　　財務分析、料金体系（船種別・トン階別料金、営業割引）

○ 交通経済　　　

　　　国際経済・貿易

○ 需要予測（1）

　　　モデル作成（国際貿易）

○ 需要予測（2）

　　　モデル作成（パイプライン等モード選択）

○ 需要予測（3）

　　　モデル作成（航路選択、料金体系）

○ 需要予測（4）

　　　モデル作成（プログラム・インターフェース作成）、モデル計算

○ 管理運営（1）／振興

　　　組織、航行諸手続、新規サービス（船舶・コンテナバン修理、給油等）

○ 管理運営（2）／航行管理

　　　航行方式（コンボイ編成、ダイヤグラム）、航行規則、航行安全

　また、調査工程は、次表のとおりとする。

全体調査工程

13121110９８７６５４３２１

報　告　書
△ △ △ △ △

IC/R P/R IT/R DF/R F/R
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２－８　調査実施上の留意点

（1）調査の背景・目的

　事前調査の結果、「如何に収入を増加させるか」と「通過航行船舶隻数ひいては運河収入を

正確に予想できるようになる」という点のみならず、通航船舶のためのサービス向上、運河利

用の促進、投資効果の向上、運営経費の効率化などを含めた、スエズ運河の総合的な経営改善

についての調査が必要であるとの合意を得た。

　また、より効率的な運河経営システムの構築に向けたコメント・提言には、これらの多面的

な視点からの検討も必要である。

（2）目標年次

　今回の調査において目標年次は明示されていない。これは、本調査の目的が単にスエズ運河

の経営改善計画を策定することにあるのではなく、経営改善の方向性を示すとともにＳＣＡ自

らが世界経済の変化に対応した運営計画を策定できるようにすることにあるためである。

　モデル作成時点において、便宜上、目標年次を設定する必要がでてくると思われるが、その

場合には数年後から十数年後程度の間でフレーム設定のしやすい時期を選択すれば良いと思わ

れる。

（3）コンテナ船への対応

　現在考え得る１つの収入増加策は、タンカーに関するものであり、現在喫水の関係で通過不

可能なタンカーを運河の増深により通過させることと、料金設定によりパイプラインや喜望峰

回りの輸送を運河通行に変更できないかという点である。

　コンテナ船については、その通過量が増え収入に占める割合も高まりつつあり、通行量を世

界経済の変化に対応して、予測できるようになることに関心を有している。

　さらに、仮に通航量の増加が図られない場合であっても、通航船舶のためのサービス向上が

図られるならば有意義であり、理論的には通行料金負担力の増加に結びつくものである。特

に、時間価値の高い貨物を輸送しているコンテナ船にとって、現在の航行方式（コンボイ編成

のための待時間・通過回数の制限等）は大きな障害となっている可能性が高い。

　このため、スエズ運河を通航する際のサービス向上（例えば、待合せを含む総航行時間の短

縮や１日当たり北・南行とも２回通航など）について十分検討すべきである。これには船舶航

行のスピードアップ・コンボイ編成の変更・ダブルトラッキング区間の増加などの施策が考え

られる。なお、完全ダブルトラッキング化など投資額がかさむ施策に対しては、ＳＣＡが慎重

な態度を示していたので、客観的な投資効果の把握と併せて検討すべきである。
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（4）フィーダー輸送の検討

　コンテナ輸送のうち、スエズ運河周辺のフィーダー輸送はダミエッタ港・東ポートサイド

港・アイン・ソクナ港の開発などによって大きく変化する可能性があり、これらの開発計画が

スエズ運河交通量に及ぼす影響についても考察することが必要である。

　フィーダー輸送による通過交通に関する情報は日本では入手しにくいが、ＳＣＡの新しい航

行管理システム（ＳＣＶＴＭＳ）に取り込まれている。

　このように、かなりの情報が入力されているため半年分のデータを電子媒体で提出するよう

求めており、その解析が重要なものになると思われる。できるだけ、調査の初期段階でデータ

を入手することが重要である。

　しかしながら、本データ中の寄港地に関する from、to は最後の寄港地と次の寄港地が記載

されるだけであって、ルート全体の出発地・目的地や貨物の行き先とは異なっている。ダミ

エッタ港のフィーダー輸送に関するデータにおいても、スエズ運河を通過していると思われる

船舶のものも、運河に入るためにいったん停泊するポートサイド港を目的地とする形で整理さ

れていた。解析にあたっては、これらの点にも注意しながら周辺港のデータとも突き合わせを

行う必要がある。

　すなわち、ダミエッタ港をハブとするスエズ運河航行フィーダー船については、ポートサイ

ド港で調査をする必要がある。

（5）短期専門家との連携

　航行船舶のスピードアップについては、ＳＣＡの研究所で水槽実験を行った結果、これ以上

あげられないとの説明がＳＣＡよりなされたが、これはほとんど通ることのない最大船型タン

カーの場合のことを取り上げているようであった。コンテナ船については、水深的にはかなり

余裕があり、その点からはスピードアップも可能と思われる。

　しかしながら、スピード・各船舶間の距離などは安全問題の根本的な点であるので、慎重に

検討する必要がある。

　船舶航行計画・航行管理計画・シルテーションに対する効率的な維持しゅんせつなどは、日

本から短期専門家がこれまでに指導を続けている。本格調査団は、事前にこれらの短期専門家

から情報を得ておくことが、スムースな調査を進めるうえで重要と考えられる。

（6）ＳＣＡからの個別要請について

　ピースプロセスの影響について検討するよう要請があったが、鉄道・道路など他モードまで

広げて検討することは不可能であり、マーケットの範囲の変化にとどまらざるを得ないことを

伝えてある。
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　パイプラインについても、既存パイプラインに関する輸送コスト等のデータを入手すること

すら容易でなく、構想段階や計画段階のものまで含めることは相当の困難を伴うと伝えてあ

る。しかしながら、本格調査団に対して再度要請がなされることが予想される。

　このため、事前に情報収集を行うとともに、ＳＣＡに対して情報提供を依頼することも必要

である。

（7）技術移転の重要性

　ＳＣＡより事前調査団に対し、日本での作業期間中におけるOn-the-job-training についてか

なり強い要請があった。その構成はユニットロード貨物・液体貨物・バルク・一般貨物・運営

システムの５名とするよう要請されている。既存のＪＩＣＡ制度では５名にものぼる研修生の

受入れは困難であること、また、日本での On-the-job-training を行う制度はないことを伝えて

あるが、今後も要請が続けて行われると思われる。

　しかしながら、現状のＳＣＡ職員の知識・能力から判断して、カウンターパート研修を行う

場合であっても、通常のスクール方式での知識・情報の一方的伝達ではなく、On-the-job-

training に近い形での実施が必要と思われる。




	表 紙
	序 文
	地 図
	目 次
	第１章 事前調査の概要
	１－１ 要請の背景
	１－２ 事前調査の目的
	１－３ 調査団の構成
	１－４ 調査日程
	１－５ 協議概要

	第２章 本格調査への提言
	２－１ エジプトの概況
	２－１－１ エジプトの概要
	２－１－２ 社会・経済指標

	２－２ エジプト港湾の概要及び主要港の概況
	２－２－１ エジプト港湾の概要
	２－２－２ アレキサンドリア港
	２－２－３ デキーラ港
	２－２－４ ダミエッタ港
	２－２－５ ポートサイド港
	２－２－６ スエズ港

	２－３ スエズ運河に係る現状と課題
	２－３－１ 運河の概要及び変遷
	２－３－２ 運河施設状況
	２－３－３ 運河及び運河周辺自然状況と環境状況
	２－３－４ 運航形態
	２－３－５ 経営・財政状況
	２－３－６ 組織・制度・法律
	２－３－７ 既存の整備計画

	２－４ 調査の基本方針
	２－５ 調査対象範囲
	２－６ 調査項目とその内容・範囲
	２－６－１ 既存資料・情報の収集分析
	２－６－２ 運河政策
	２－６－３ 運河通航量への影響要因の把握
	２－６－４ 運河交通の需要予測モデルの作成
	２－６－５ 運河のマーケティングとタリフ設定システム
	２－６－６ 運河開発計画
	２－６－７ 自然環境及び社会環境調査
	２－６－８ 運河経営改善計画

	２－７ 本格調査団の要員構成と調査工程
	２－８ 調査実施上の留意点




